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2019参院選の成果を踏まえ、市民と野党の共闘のさらなる前進で、 

安倍改憲に終止符を 

 

 2017 年 5月 3日の安倍首相の改憲提言以来、自民党は、改憲勢力が衆参両院で３分の２

を占める状況に乗じて、さまざまな改憲策動を繰り返してきました。しかし、市民の運動

とそれに支えられた野党の奮闘により、改憲発議はおろか改憲案の憲法審査会への提示す

らできずに２年が過ぎ、この参院選で改めて３分の２の維持をはかるしかなくなりました。

選挙戦での安倍首相の異様な改憲キャンペーンは、その証左です。 

 ところが、改憲勢力は発議に必要な３分の２を維持できませんでした。この３分の２を

阻止した直接の要因は、市民と野党の共闘が、安倍政権による改憲反対、安保法制廃止を

はじめ１３の共通政策を掲げて３２の一人区全てで共闘し、前回の参院選並みの１０選挙

区で激戦を制して勝利するなど、奮闘したことです。また、「安倍９条改憲ＮＯ！全国市民

アクション」が提起した３０００万署名の運動が全国の草の根で取り組まれ、私たち日民

協も参画する「改憲問題対策法律家６団体連絡会」は、自民党の改憲案の危険性をいち早

く解明し、政党やマスコミへの働きかけ、バンフの発行や集会などを通じて、安倍改憲に

反対する国民世論を形成・拡大する上で大きな役割を果たしてきました。 

 それでも、安倍首相は改憲をあきらめていません。それどころか、選挙直後の記者会見

で「（改憲論議については）少なくとも議論すべきだという国民の審判は下った」などと述

べて、改憲発議に邁進する意欲を公言しています。「自民党案にこだわらない」とも強調す

ることで、野党の取り込みをはかり３分の２の回復を目指すなど、あらゆる形で改憲の強

行をはかろうとしています。しかし、参院選の期間中もその後も、「安倍政権下の改憲に反

対」が世論の多数を占めていることに確信を持ちましょう。 

 いま、安倍９条改憲を急がせる国内外の圧力が増大しています。アメリカは、イランと

の核合意から一方的に離脱して挑発を繰り返した結果、中東地域での戦争の危険が高まっ

ています。トランプ政権は、イランとの軍事対決をはかるべく有志連合をよびかけ、日本

に対しても参加の圧力を加えています。こうしたアメリカの戦争への武力による加担こそ、

安倍政権が安保法制を強行した目的であり、９条改憲のねらいです。辺野古新基地建設へ

の固執、常軌を逸したイージスアショア配備強行の動きも９条破壊の先取りにはかなりま

せん。 

 私たち日本民主法律家協会は、こうした安倍改憲の企てに終止符を打つべく、今後とも 

「改憲問題対策法律家６団体連絡会」や「安倍９条改憲ＮＯ！全国市民アクション」の活

動に邁進するとともに、市民と野党の共闘のさらなる前進に協力していくことを、ここに

宣言します。 
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